
令和４年度
空家等対策事業の進捗について

【資料４】



令和４年度空家等対策事業（利活用）

項目 ６月末までの実施状況 今後の予定

空き家バンクの運営

・新規登録物件数：０件
・新規利用者登録数：７件
・マッチング依頼件数：１件
・マッチング成立件数：１件

・HP等での広報、マッチング業務を継続

空き家情報の広報 ・空き家の利活用啓発チラシの配布（5月） ・空き家無料相談会の実施（時期未定）

空家等の掘り起こし
・中山道空き店舗等実態調査（愛荘町商工会と協業）
→事前調査実施：12件

・意向確認の継続実施
・令和３年度発掘店舗の活用意向向上

利活用モデルの検討
・追手門学院大学と協業し、空き家の利活用モデルを構築
→令和４年度事業に係る事前協議実施

・令和５年２月～３月にかけてモデルの
展示会を愛荘町と大阪にて実施

空家等の改修等補助
・空き家に関する補助金制度周知チラシの配布（5月）
・改修補助申込件数：１件
・家財処分費補助申込件数：０件

・所有者および利用者への周知継続

空家等対策計画の改定
（中間見直し）

＊資料５・６にて説明

・空家等対策計画改定支援業務
→空家等候補物件の抽出

・現地調査、アンケート調査、分析の実施
・空家等対策計画改定（案）の作成

関連事業
・地域おこし協力隊の活用（ローカルベンチャーの誘致）
→４月地域おこし協力隊２名着任

・8月１日に更に１名着任
・起業家誘致のための個別プロジェクトの組成
・起業家（地域おこし協力隊）の募集

〇 空き家等を地域の重要な不動産ストックと捉え、その利活用を図る。
〇 空き家に関する補助金制度の活用を通じて、愛荘町に住みたい・住み続けたいと考える人を支援する。
〇 空き家バンクは、空家等利用希望者数と比べて、空家等の物件登録が少ないという課題があるため、物件の掘り

起こしを目指す。
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令和４年度空家等対策事業（適正管理）

項目 ６月末までの実施状況 今後の予定

条例の制定・施行等

・４月の区長・総代会にて条例の施行について説明を実施
・広報への特集記事を掲載
・固定資産税納税通知書への適正管理啓発チラシの同封
・６月２７日、滋賀県建築士会と協定を締結（現地調査、助言等）
・各自治会での条例施行や空家対策について説明

条例に基づく対応および、協定に基づく建
築士の派遣依頼（現地調査）

適正管理の相談受付 条例に基づく報告件数：１０件
・所有者による対応件数を増やすよう、条
例・規則に基づいた対応を行う
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〇 条例の施行に伴い、地域の代表である区長・総代から積極的な情報提供をいただいていることから引き続き連携
を図り、情報収集を行う。

〇 条例を施行したが、管理責任が所有者・管理者にあることは変わらないため、継続して空き家の適正管理を啓発・
指導するとともに、アクションのない所有者への戸別訪問などを検討する。
※空家等を解体・売却したいが、相続登記が出来ないので手を付けられない。登記が支障になるケースがある。
（解体・売却意思のある管理者が、相続人が多いことを理由に司法書士に登記を断られたケースがある。）

〇 国・県等の動向（補正予算、相続登記の義務化 税制度など）を注視しながら、時流に合わせた事業を検討する。
〇 所有者等へのアプローチと空家管理の大切さを理解してもらうことが必要であり、将来的に空家等となることが
予想される家屋等について、空家等になる前から居住者、親族への啓発が大切であることから、今後も引き続き
空家等の適正管理について周知を図る。
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〇滋賀県下初の協定
令和４年６月２７日に公益社団法人滋賀県建築
士会と「愛荘町における空家等の実態調査の判
定支援に関する協定」を締結。

※滋賀県建築士会が県内の自治体と空家等の
実態調査の判定支援に関する協定を締結するの
は今回が初めてとなる。

〇協定の主な内容
①協定に基づき建築士の派遣を実施
②町より依頼を受けた空家等の立入り調査と
その調査報告

③特定空家等の判定支援
④その他空家対策の推進に関する助言・協力

空家等の実態調査の判定支援に関する協定締結

・協定を締結したことで、空家の危険度が明確化
・管理方法の助言により、所有者等に的確な適正
管理指導が可能



〇 中山道地域の空家等実態調査については令和２年度より愛荘町商工会と連携して事業を実施。
〇 同地域において、外観目視、アンケート等による空家等の数の把握、所有者の意向調査を実施。
〇 令和３年度は、「空家等：１３戸 うち活用意向あり：３戸」等の成果を得た。
〇 令和４年度においては、その成果を活用し、さらなる活用の進展を目指す。
〇 また、追手門学院大学との共同研究事業や、NCLの事業との相乗効果をあげられるような事業を

実施する。

追手門学院大学

・空家等の利活用モデルの検討
・中山道の将来像検討の補助（視覚化）

・空家等所有者へのインタビュー
・中山道愛知川宿に関する調査
・他地域事例の調査

商工会

・空家等の見える可、利活用意向の向上
・中山道の将来像検討の共有（仲間づくり）

・商店会、商店街との協議、意見照会
・空家等へのさらなるアプローチ
（検討中物件の意向上げ、エリアの拡大）

中
山
道
の
活
性
化

（
ウ
ォ
ー
カ
ブ
ル
タ
ウ
ン
の
実
現
）

令和４年度の達成目標

・空家等所有者へのインタビューの実施
・利活用モデルの方向性検討
・将来像検討に向けた方向性共有完了

・検討中→利活用意向有へ（２件）
・新規エリア利活用意向物件掘り起こし（３件）
・商店会、商店街からの協力事業者の掘り起こし

・ローカルベンチャー育成業務

地域おこし協力隊
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空き家の実態調査（愛荘町商工会との連携事業）について



：調査エリア（線沿線地域）

調査エリアの事前確認

（町）

実態調査の実施

（町・愛荘町商工会）

空家等の所有者確認

（町）

活用意向調査（ヒアリング・アンケート）

（町・愛荘町商工会）

活用意向の有無や時期等による

個別フォロー（町）

Google maps より引用
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空き店舗等実態調査エリア（令和４年度） 実施フロー



ローカルベンチャー誘致事業

進捗状況（６月末時点） 今後の動き

〇 ４月１日、起業家をサポートする
コーディネーターとして２名の地域
おこし協力隊が着任

〇 地域資源のリサーチや地域の
キーマンとの接点づくり

〇 起業家の拠点となる物件探し

ロゴマーク

伝統産業や近現代
の愛荘の発展を支
えてきた清流（水）
をイメージしたもの

コンセプト
・８月１日、起業家をサポートするコーディネーター
としてさらに１名の地域おこし協力隊が着任
・起業家誘致のための個別プロジェクトの組成
・起業家（地域おこし協力隊）の募集

地域資源を活かした起業を促進するなど、
「人と人」、「人と資源」がつながる
新たなマーケットの創出を目指す。

〇 町の魅力を高め、ウォーカブルタウン創造事業の目的達成や移住・交流の促進を図るためには、
地域の魅力を高め、愛荘町で地域課題の「持続可能な」解決手段を持った人材が必要である。

〇 そのために有用な手段の一つとして「ローカルベンチャー＊１」の誘致・活用が考えられ、協働する団体として、
全国各地で地域おこし協力隊の制度を活用した「ローカルベンチャー」の起業家・誘致に実績とノウハウのある
一般社団法人Next Commons Lab（通称：NCL）を協力事業者として事業推進している。

＊1：ローカルベンチャー：地域資源や地域の魅力を活かしたビジネスを通して、「地域の課題」を解決する事業
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起業家の集う、「ワクワク」する町へ
～愛荘町ローカルベンチャープロジェクト始動！！～
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ローカルベンチャー誘致事業（参考資料）

▲広報あいしょう2022年7月号


